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（放課後子どもプラン）

次世代育成支援に関係する制度の現状

放課後子ども教室
（18年度までは地域子ども教室推進

事業、文部科学省）
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勤務時間短縮等の措置
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（文部科学省）

経済的支援
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育児休業給付

母子保健事業

出産手当金

出産育児
一時金

（努力義務）

（8,318か所、参加子ども数2,109万人（延べ））
（13,626か所、167万人）

（20.5.1現在）

（17,583か所、79.5万人）
（20.5.1現在）

小学校卒業まで
第1子、第2子月額5,000円、第3子以降月額10,000円

（3歳未満については第1子から月額10,000円）

1出産児に対して35万円

（分娩費用等に充当）

休業取得期間に対して休業前賃金の40%
（19年10月からは50%）が支給

標準報酬日額の
3分の2が支給

育児休業

母性健康管理、
母性保護

子どもが満1歳まで（保育所に入所できない
場合等は最大1歳半まで）取得可

産前6週、産後8週
（勤務させることが禁止）

通院のための休暇、通勤緩和、時
間外労働等の制限など

短時間勤務、フレックスタイム、始業・就業時間の繰上げ・繰下げ、所定外労働の免除、
託児施設の設置運営などのいずれかの措置の実施を事業主に義務付け

産前産後
休業

（認定こども園 229か所（20.4.1現在） ）

母子健康手帳交付
妊婦健診

乳幼児健診（（３ヶ月）・１歳半・３歳）／母子保健指導

全戸訪問 育児支援家庭訪問

認可外保育施設・事業所内託児施設等 （7,249箇所18万人（19.3現在））

家庭的保育事業 ／ 病児・病後児保育

・トワイライトステイ事業（301か所）
・ショートステイ事業（584か所）

・ファミリー･サポート･センター （540か所）
（H19年度交付決定ベース）

社会的養護に関する事業 （乳児院121か所・児童養護施設564か所等）（H19.10.1現在）

児童館 4,718か所（H18.10)

母子保健

社会的養護

･･･負担金（義務的経費）

･･･補助金（裁量的経費）

･･･一般財源化・社会保険等

延長保育・休日夜間保育・特定保育

地域の各種子育て支援
・一時預かり事業（7,214か所）

・地域子育て支援拠点（4,409か所）
（H19年度交付決定ベース）

※実線は一般会計、波線は特別会計

認可保育所 （22,909か所、202万人）（20.4.1現在）


